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人件費の価格転嫁が進んでいないところが多いものの、賃上げの動きは続く 

───事業にかかわる価格上昇についてのアンケート調査 ─── 
   

県内企業を対象に事業にかかわる価格上昇についてアンケート調査を実施した。 

（10月実施、対象企業数1,015社、回答企業数333社、回答率32.8％） 

 

〇事業にかかわる原材料費、商品等仕入れ費、人件費などの価格が全体として昨年同時期と比較して、「上昇した」と

するところは89.6％であった。価格が上昇したとするところの上昇率をみると、「3％未満」が8.2％、「3～5％未満」

が27.4％、「5～10％未満」が32.3％、「10～20％未満」が18.3％、「20％以上」が3.4％となった。 

商品・サービスの販売価格については、昨年同時期と比較して、「上昇した」とするところは 59.1％であった。価

格が上昇したとするところの上昇率をみると、「3％未満」が 10.9％、「3～5％未満」が 22.4％、「5～10％未満」が

19.1％、「10～20％未満」が 5.5％、「20％以上」が 1.2％となった。経費等と販売価格の価格上昇率を比較すると、

販売価格の上昇

率が全体として

低くなっており、

価格転嫁はある

程度進んでいる

ものの、一部で

その進捗に遅れ

が生じているも

のがあることが

わかる。 

 

○価格転嫁が比較的進んでいない項目を聞いたところ、「人件費」が最も多く61.6％、次いで「光熱費」35.7％、「燃

料費」31.3％、「賃料他サービス関連費」29.3％、「商品等仕入れ

費」23.2％、「原材料費」19.9％となり、他の項目と比較すると「人

件費」について進んでいないことがわかる。「原材料費」、「商品

等仕入れ費」については、価格変動が客観的に把握しやすいことや、

各企業のコスト割合もわかりやすいことから、比較的交渉が進みや

すい一方、「人件費」については、交渉が難しい面があるためとみ

られる。  

 

○来年度の賃上げの方針については、賃上げ率について「本年度以上」が8.7％、「本年度程度」が45.2％、「賃上げ

を行うが本年度を下回る」が 13.9％、「これ以上の賃上げは難し

い（賃上げ率0またはマイナス）」が3.6％、「現在未定」が28.6％

となった。現在未定が3割ほどあるものの、「本年度以上」と「本

年度程度」を合わせると 53.9％となり、半数以上の企業で少なく

とも本年度程度または本年度以上の賃上げを予定している。価格へ

の転嫁が難しいなかでも、人材の確保・定着などのため、比較的高

い水準の賃上げの動きが続くとみられる。   （照会先 吉嶺）                                                                                  

単位：％

全産業 製造業 非製造業

人件費 61.6 64.1 60.0

光熱費 35.7 37.6 34.4

燃料費 31.3 35.9 28.3

賃料他サービス関連費 29.3 27.4 30.6

商品等仕入れ費 23.2 23.1 23.3

原材料費 19.9 23.1 17.8

価格転嫁が比較的進んでいない項目

単位：％

全産業 製造業 非製造業

本年度以上 8.7 9.4 8.3

本年度程度 45.2 50.4 42.0

賃上げを行うが本年度を下回る 13.9 14.2 13.7

これ以上の賃上げは難しい 3.6 2.4 4.4

現在未定 28.6 23.6 31.7

来年度の賃上げの方針
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事業にかかわる原材料費、経費等の価格上昇について  

ここ数年、原材料費、商品等仕入れ費、燃料費、光熱費等の上昇に加え、人件費の上昇

が顕著となっている。事業にかかわる原材料費、諸経費等の価格上昇についてアンケート

調査を実施した（10月実施。対象企業 1,015社、回答企業 333社、回答率 32.8％）。 

 

（１）事業にかかわる原材料費、経費等の価格上昇 

事業にかかわる原材料費、商品等仕入れ費、燃料費、光熱費、人件費、賃料他サービ

ス関連費などの価格が全体として昨年

同時期と比較して、「上昇した」が

89.6％、「変わらない」が 7.6％、「低

下した」が 2.7％となり、ほぼ 9 割の

企業が「上昇した」としている。 

価格が上昇したとするところの上昇

率をみると、「3％未満」が 8.2％、「3

～5％未満」が 27.4％、「5～10％未満」

が 32.3％、「10～20％未満」が 18.3％、

「20％以上」が 3.4％となった。5％以

上とするところが 54.0％と半数を超

えており、事業にかかわる経費等の価

格は、高い上昇率となっている。 

 

（２）商品・サービスの販売価格 

商品・サービスの販売価格について

は、昨年同時期と比較して、「上昇し

た」が 59.1％、「変わらない」が 38.5％、

「低下した」が 2.4％と約 6割の企業で

「上昇した」としている。 

「変わらない」とするところが

38.5％あり経費等の価格が「変わらな

い」としたところの同割合 7.6％と比べ
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多くなっている。 

価格が上昇したとするところの上昇率をみると、「3％未満」が 10.9％、「3～5％未

満」が 22.4％、「5～10％未満」が 19.1％、「10～20％未満」が 5.5％、「20％以上」

が 1.2％となった。販売価格の上昇が 5％以上とするところは 25.8％と、経費等価格の

上昇の同割合 54.0％（前項参照）

と比べると約半数と少なくなっ

ている。 

経費等と販売価格の価格上昇

率を比較すると、販売価格の上

昇率が全体として低くなってお

り、価格転嫁はある程度進んで

きたものの、遅れているものや、

難しいものがあることがわかる。 

 

（３）価格上昇による経営への影響が大きな項目 

 価格上昇による経営への影響が大きな項目については（複数回答）、「人件費」が最

も多く 77.6％、次いで「原材料費」61.5％、「商品等仕入れ費」50.6％、「光熱費」

30.9％、「燃料費」28.2％、「賃料他サービス関連費」10.3％となった。事業内容によ

り経費の割合が違うため、影響の度合いも違ってくるが、「人件費」とするところが 8

割近くに上り、影響が大きいことがわかる。他の経費に比べ、人件費の上昇が遅れたこ

とや、販売先に対して価格転嫁の交渉が難しいことが理由として考えられる。 

 業種別にみると、「原材料

費」、「光熱費」で製造業が非

製造業に比べて多く、「商品等

仕入れ費」、「人件費」で非製

造業が製造業に比べて多いの

が目立っている。 

 

 

 

単位：％

全産業 製造業 非製造業

人件費 77.6 71.0 81.6

原材料費 61.5 92.7 42.7

商品等仕入れ費 50.6 41.9 55.8

光熱費 30.9 40.3 25.2

燃料費 28.2 21.8 32.0

賃料他サービス関連 10.3 4.8 13.6

価格上昇による経営への影響が大きい項目
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（４）価格転嫁が比較的進んでいる項目、進んでいない項目 

価格転嫁が比較的進んでいる項目については（複数回答）、「原材料費」が最も多く

56.5％、次いで「商品仕入れ費」49.7％、「人件費」31.0％、「燃料費」、「光熱費」

ともに21.1％、「賃料他サービス関連費」10.5％となった。 

一方、価格転嫁が比較的進んでいない項目については（複数回答）、「人件費」が最

も多く61.6％、次いで「光熱費」35.7％、「燃料費」31.3％、「賃料他サービス関連費」

29.3％、「商品仕入れ費」23.2％、「原材料費」19.9％となった。 

これからすると、「原材料費」、「商品仕入れ費」で価格転嫁が比較的進んでいる一

方で、「人件費」については進んでいないことがわかる。「原材料費」、「商品仕入れ

費」については、商品市況や物価指数などで価格変動が客観的に把握しやすいことや、

各企業のコスト割合もわかりや

すいことから、比較的交渉が進

みやすいためとみられる。一方、

「人件費」については、交渉が

難しい面があるためとみられる。

また、円安や国際情勢などによ

り、資材や商品の値上がりが先

行して、価格転嫁が徐々に進ん

できたことも理由として考えら

れる。人件費についても、賃上

げの定着など時間の経過や価格

に転嫁すべきとの考えが広がる

につれ、転嫁はさらに進む可能

性がある。 

 

 

 

 

 

 

単位：％

全産業 製造業 非製造業

人件費 61.6 64.1 60.0

光熱費 35.7 37.6 34.4

燃料費 31.3 35.9 28.3

賃料他サービス関連費 29.3 27.4 30.6

商品等仕入れ費 23.2 23.1 23.3

原材料費 19.9 23.1 17.8

価格転嫁が比較的進んでいない項目

単位：％

全産業 製造業 非製造業

原材料費 56.5 77.7 41.6

商品等仕入れ費 49.7 40.5 56.1

人件費 31.0 28.1 32.9

燃料費 21.1 16.5 24.3

光熱費 21.1 28.9 15.6

賃料他サービス関連費 10.5 8.3 12.1

価格転嫁が比較的進んでいる項目
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（５）賃上げの目的・意義 

 賃上げの目的・意義について聞いたところ（複数回答）、「人材の確保・定着」とす

るところが最も多く85.6％、次いで「従業員のモチベーションアップ」65.8％、「従業

員の生活の安定、向上」53.8％、「新規人材の獲得」32.1％、「物価上昇への対応」30.3％、

「利益の適正な還元」10.8％、「経済全体の成長、活性化」1.2％となった。 

 人手不足が続くなか、人材の確保・定着のため賃上げを行う企業が8割以上と高い割

合となっており、他社との競合

から賃上げ率も高くなる傾向

にあるとみられる。また、「従

業員のモチベーションアップ」

も多くの企業であげている。 

  

（６）来年度の賃上げの方針 

来年度の賃上げの方針については、賃上げ率について「本年度以上」が 8.7％、「本

年度程度」が 45.2％、「賃上げを行うが本年度を下回る」が 13.9％、「これ以上の賃

上げは難しい（賃上げ率 0またはマイナス）」が 3.6％、「現在未定」が 28.6％となっ

た。現在未定が 3 割ほどあるものの、「本年度以上」と「本年度程度」を合わせると

53.9％となり、半数以上の企業

で少なくとも本年度程度また

は本年度以上の賃上げを予定

しており、堅調な賃上げ状況が

続くとみられる。 

  

（７）賃上げやボーナス増加など人件費増加に対する対応 

 賃上げやボーナス増加など人件費増加に対する対応としては（複数回答）、「商品・

サービスの値上げ」が最も多く50.4％、次いで「業務効率化による省力化」46.9％、「販

売面の強化」42.9％、「人件費以外のコスト削減」39.4％、「従業員の能力・スキルア

ップによる生産性向上」37.2％、「新製品・新サービスの開発」18.6％、「人員構成見

直し等による総人件費の抑制」14.2％となった。 

単位：％

全産業 製造業 非製造業

本年度以上 8.7 9.4 8.3

本年度程度 45.2 50.4 42.0

賃上げを行うが本年度を下回る 13.9 14.2 13.7

これ以上の賃上げは難しい 3.6 2.4 4.4

現在未定 28.6 23.6 31.7

来年度の賃上げの方針

単位：％

全産業 製造業 非製造業

人材の確保・定着 85.6 83.5 86.9

従業員のモチベーションアップ 65.8 65.4 66.0

従業員の生活の安定、向上 53.8 52.0 54.9

新規人材の獲得 32.1 32.3 32.0

物価上昇への対応 30.3 30.7 30.1

利益の適正な還元 10.8 13.4 9.2

経済全体の成長、活性化 1.2 1.6 1.0

賃上げの目的・意義
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「商品・サービスの値上げ」による対応をあげるところが多いが、「業務効率化による

省力化」、「販売面

の強化」など自社の

経営変革、改善によ

り対応するところも

多く、継続的な人件

費上昇に対して前向

きな対応をする動き

がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％

全産業 製造業 非製造業

商品・サービスの値上げ 50.4 61.8 43.1

業務効率化による省力化 46.9 49.4 45.3

販売面の強化 42.9 30.3 51.1

人件費以外のコスト削減 39.4 38.2 40.1

従業員の能力・スキルアップによる生産性向上 37.2 36.0 38.0

新商品・新サービスの開発 18.6 25.8 13.9

人員構成見直し等による総人件費の抑制 14.2 13.5 14.6

（注）本問については、web回答について不具合が生じたため、郵送による回答（230社）のみの集計とした

人件費上昇への対応
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 別 表 

 業種別対象・回答企業数 

業種別構成
比（％）

うち中小企業
の占める比率

（％）

全 産 業 1,015 333 100.0 93.7

製 造 業 390 127 38.1 96.9

食 料 品 51 15 4.5 100.0

繊 維 21 6 1.8 100.0

紙 ・ 紙 加 工 品 20 9 2.7 100.0

化 学 45 13 3.9 92.3

窯 業 ・ 土 石 21 4 1.2 100.0

鉄鋼・ 非鉄 製品 19 9 2.7 100.0

金 属 製 品 23 7 2.1 100.0

一 般 機 械 49 7 2.1 100.0

電 気 機 械 38 16 4.8 87.5

輸 送 機 械 49 14 4.2 92.9

印 刷 21 8 2.4 100.0

そ の 他 製 造 33 19 5.7 100.0

非 製 造 業 625 206 61.9 91.7

卸 売 82 27 8.1 96.3

小 売 81 24 7.2 66.7

建 設 93 37 11.1 100.0

不 動 産 51 22 6.6 95.5

運 輸 ・ 倉 庫 71 26 7.8 96.2

電 気 ・ ガ ス 17 3 0.9 33.3

情 報 通 信 39 11 3.3 100.0

飲 食 店 ・ 宿 泊 36 7 2.1 100.0

サ ー ビ ス 155 49 14.7 91.8

対象企業数 回答企業数

 


